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１．位置図１．位置図
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東京都

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で、3年間が経過している事業
④再評価実施後、3年間が経過している事業
⑤社会情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価
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（１）首都圏３環状道路の概要

○首都高速中央環状線（中央環状線）

◆都心から約８ｋｍ、延長約４７ｋｍ

○東京外かく環状道路（外環道）

◆都心から約１５ｋｍ、延長約８５ｋｍ

○首都圏中央連絡自動車道(圏央道)

◆都心から半径約４０～６０ｋｍ
延長約３００ｋｍ

首都圏
・首都圏３環状道路は都心部の慢性的な
交通渋滞の緩和及び、環境改善への寄与
等を図り、さらに、我が国の経済活動の中
枢にあたる首都圏の経済活動とくらしを支
える社会資本として、重要な役割を果たす
道路。

環状道路（供用中）
環状道路（未供用）
その他の高速道路
その他の高速道路（未供用）
主な一般道路
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（２）環状道路の役割

通過交通の抑制 分散導入効果 地域間移動 非常時の迂回機能

・大都市圏の環状道路は、都心へ集中する幹線道路の交通のうち都心を通り抜ける

クルマをバイパスさせ、都心の交通混雑を緩和する役割や、郊外から都心部への交通

を分散導入する役割など、集積が著しい都市の成長に不可欠な交通機能を提供。
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（３）諸外国の主要都市における環状道路の整備状況

首都圏
北 京北 京ソウル（韓国）ソウル（韓国） パ リパ リ

人口

（万人）
計画延長 供用延長 整備率 備考

首都圏

東京都：1,284
一都三県：3,499

(2008年値）
525km 248km 47% 2011年5月末現在

ソウル
1,035

(2006年値) 168km 168km 100% 2007年12月28日完成

北京
1,151

（2000年値）
433km 433km 100% 2009年9月12日完成

パリ
1,161

（2006年値） 313km 267km 85% 2009年7月現在
人口はイルドフランス地域圏を対象

合計 １０～１２車線

合計１４～１６車線 合計 ３０車線 合計 １６～２６車線

・北京やソウルはすでに環状道路を完成。東京首都圏における環状道路は未だ
環になっていない。

環状道路（供用中）
環状道路（未供用）
その他の高速道路
その他の高速道路（未供用）
主な一般道路
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（４）圏央道の整備状況

・延長約３００ｋｍのうち、これまでに約１１０ｋｍが開通済。

注）東北道～木更津東ＩＣ間は、
暫定２車線

平成23年度開通予定

凡 例

開 通 済 区 間

事 業 中

注１：未開通区間のＩＣ・ＪＣＴ名は仮称（高尾山ＩＣを除く）
注２：※区間の供用時期については検討が必要
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（５）首都圏の渋滞状況

■首都圏の道路ネットワーク

・都心を走行する交通のうち約６割が通過交通。
・東京都心の一般道路の旅行速度は時速１６ｋｍで、全国平均の半分以下。また、乗車時間の約６割を
渋滞等に費やしており（損失時間）、全国平均の１．６倍となっている。

■東京都心※の混雑状況

基準所要時間

約40%

基準所要時間

約63%

損失時間
 約60%

損失時間
 約37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

東京都心

■東京都心※の旅行速度

■東京都心※の損失時間

高速道路 一般道路

約54％

約50％

損失率1.6倍

自動車利用時間
約１３３億時間

自動車利用時間
約０.８億時間

○対象道路：一般都道府県道（指定市の主要市道を含む）以上の路線
○平成２１年４月～平成２２年３月（昼間１２時間帯）のトラフィック・カウンターによる交通量データ及び
プローブ・カー・システムによる速度データを元に算出

○区間毎の年間実績速度の上位１０％値を渋滞等がない時の自由走行速度と見なし、これにより
基準所要時間を算出。

※損失時間は現時点における算出値であり、今後のデータ追加等により異同がある。

算出条件等
※東京都心
：千代田区、中央区、港区

国 道

凡 例

開 通 済 区 間

事 業 中
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H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

全国 圏央道沿線

全国

圏央道沿線

八王子ＪＣＴ～あきる野ＩＣ 開通
（中央道と関越道の連結）

青梅ＩＣ～鶴ヶ島ＪＣＴ 開通
（圏央道初の区間開通）

３．３倍

１８．６

６２．２

白岡菖蒲
久喜白岡
ＪＣＴ

平成23年5月開通

平成22年3月開通

平成20年3月開通

平成8年3月開通

平成14年3月開通

平成17年3月開通

平成19年6月開通

平成22年2月開通

昭和63年3月
開通

平成19年3月
開通

平成10年3月開通

平成21年3月開通

平成19年3月開通

平成15年3月開通
平成22年4月開通

（６）圏央道沿線の地域振興・企業立地

※２：「工場立地動向調査」（経済産業省）より作成
平成６年を1.0とした場合の新規工場立地面積（累計）の推移

※１ 出典：下記のＨＰ上の資料を基に作成
・神奈川県企業誘致促進協議会「かながわ産業立地情報」
・東京都産業労働局「とうきょう産業立地ナビ」
・埼玉県企業立地課「埼玉県工場適地図(平成２２年版) 」
・茨城県圏央道沿線地域産業・交流活性化協議会「いばらぎ
圏央道沿線ナビ」
・千葉県企業庁 分譲地案内パンフレット「千葉県の工業団地
ご案内」
・千葉県 平成18年工業統計調査「（参考2）内陸工業団地一覧」

ｿﾆｰ株式会社厚木ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ かずさアカデミアパーク

■圏央道沿線の企業立地状況 ■圏央道の開通と新規工場立地※２面積（累積）の推移※２

：圏央道沿線市町
：工業団地※１

・圏央道沿線では、開通後、新規工場の立地面積の伸びは、全国平均の約３倍。

阿見東部工業団地日野自動車新工場予定地
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・南関東でＭ７クラスの地震が今後３０年以内に発生する確率は７０％程度と推定。
・災害復旧、被災者支援のためには、災害時にも機能する環状道路等の道路ネットワークが重要。

（７）首都直下地震時の首都圏への応援等

■首都直下地震の震度分布 ～東京湾北部地震（M7.3）想定震度～

首都直下地震の被害想定
・建物全壊 約８５万棟
・死者数 約１１０００人
・経済被害 約１１２兆円等

※中央防災会議資料より

出典：平成２２年版防災白書の震度分布に首都圏三環状道路の図を記載

※物資調達量、応援部隊数は「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画より （H20.12.11中央防災会議幹事会）

■１都４県への物資調達※１、応援部隊の派遣※２

・食料 約7500万食
・飲料水約16,500t
・毛布 約95万枚
・応援規模（自衛隊等）約１２万人 等
※1物資調達量 ：発災後１週間分
※2応援部隊の派遣：応援部隊の派遣数は最大値

■首都直下地震時の物資調達、応援部隊の派遣

国土交通省施工

凡 例

高速道路会社施工

合併施工

供用中
未供用

高規格幹線道路

供用中
未供用

首都高速道路

凡 例
７
６強
６弱
５強
５弱
４
３以下
震源断層※

※地震を起こした断層



２．事業の目的と計画の概要 圏央道（五霞～つくば）２．事業の目的と計画の概要 圏央道（五霞～つくば）
（１）目的

（２）計画の概要

区 間：自）茨城県猿島郡五霞町幸主

至）茨城県つくば市梶内
計画延長 : Ｌ＝３９．６ｋｍ
幅 員 ：W＝２３．５ｍ
道路規格 ：第１種第２級
設計速度 :１００ｋｍ/ｈ
車 線 数 :４車線
事 業 化 :平成６年度
全体事業費 :約2,634億円
計画交通量 : 20,300～26,000台 ／日

標

準

横

断

図
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位 置 図

いばらきけん

か じ う ち

さ し ま ぐ ん ご か まち こう しゅ

いばらきけん し

○ネットワークの形成
○道路交通の交通円滑化
○地域の活性化の支援

埼玉県

茨城県

栃木県

千葉県

2/4車線開通済区間
延長4.3km

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）
延長39.6km

つくばJCT

(仮)水海道IC

(仮)境IC

(仮)五霞IC

(仮)幸手IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

20,300台/日

26,000台/日

Ｎ

首都圏中央連絡自動車道
（五霞～つくば）

数値：計画交通量（台/日）

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

土工区間（盛土部） （単位：ｍ）
橋梁区間 （単位：ｍ）

常磐
道



214 20%
　埼玉県とその他の地域(内外) 338 32%

117 11%
84 8%
39 4%
39 4%
27 3%
20 2%
9 1%
3 0%

　通過交通(外々) 494 47%
230 22%
73 7%
36 3%
155 15%
1,046 100%合計

栃木・東北⇔東京・神奈川
栃木・東北⇔千葉県
栃木・東北⇔その他
上記以外の通過交通

埼玉県⇔栃木県
埼玉県⇔東京
埼玉県⇔千葉県
埼玉県⇔群馬県
埼玉県⇔神奈川
埼玉県⇔東北
埼玉県⇔中部以西
埼玉県⇔その他

東北自動車道
(久喜白岡JCT～久喜IC)

のOD内訳

H17交通量
(百台/日)

比率

埼玉県内(内々)

埼玉県

茨城県

千葉県
東京都

神奈川県

常
磐
道

関
越
道

東
北
道

圏央道

中央道

東名
高速

東
関
東
道

北関東道

常
磐
道

東
北
道

栃木県

群馬県

福島県
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（３）圏央道（五霞～つくば）周辺の高速道路の交通特性（常磐自動車道・東北自動車道）

・常磐自動車道（つくばJCT～桜土浦IC）の交通特性は、周辺地域に起終点をもつ交通（内々）が１１％、
起終点のどちらかが周辺地域にある交通（内外）が７６％、周辺地域を通過する交通（外々）が全体
の１３％を占める。

・東北自動車道（久喜白岡JCT～久喜IC）の交通特性は、内々交通が２０％、内外交通が３２％、外々交通
が全体の４７％を占める。

常磐自動車道・東北自動車道の主な交通特性

60 11%

407 76%
茨城県⇔東京 128 24%

茨城県⇔千葉県 107 20%

茨城県⇔埼玉県 91 17%

茨城県⇔神奈川 43 8%

茨城県⇔中部以西 27 5%

茨城県⇔その他 11 2%

68 13%

東北⇔千葉県 14 3%

東北⇔東京 12 2%

東北⇔埼玉県 10 2%

東北⇔神奈川 9 2%

東北⇔中部以西 4 1%
東北⇔群馬・栃木 1 0%

上記以外の通過交通 19 4%
535 100%

常磐自動車道
(つくばJCT～桜土浦IC)

のOD内訳

H17交通量
（百台／日）

比率

茨城県内（内々）
茨城県とその他の地域（内外）

通過交通（外々）

※H17道路交通センサスの現況OD調査結果を基に算出
※中部以西：静岡県、岐阜県、愛知県、三重県、長野県、山梨県、近畿、中国、四国、九州

内外交通内外交通
［常磐道］［常磐道］

407407
（（76%)76%)

外々交通外々交通

［常磐道］［常磐道］
6868
（（13%)13%)

内々交通内々交通
［常磐道］［常磐道］

6060
（（11%11%））

凡 例

内外交通 外々交通内々交通

圏央道
（五霞～つくば）
延長39.6km

外々交通外々交通
［東北道］［東北道］

494494
（（47%)47%)

内外交通内外交通
［東北道］［東北道］

338338
（（32%)32%)

内々交通内々交通
［東北道］［東北道］

214214
（（20%20%））

内々交通が11％内外交通が76％

外々交通が13％

内外交通が32％

外々交通が47％

内々交通が20％
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（１）事業の経緯

○平成 6年度 ：事業化 ○平成14年3月 ：有料道路事業許可(つくば中央IC～つくばJCT)
○平成 7年3月 ：都市計画決定 ○平成22年4月 ：つくば中央IC～つくばJCT間(Ｌ＝4.3km)供用
○平成12年度 ：用地着手 ○平成23年6月 ：有料道路事業許可((仮)五霞IC～つくば中央IC)
○平成13年度 ：工事着手

利
根
川

江
川

飯
沼
川

鬼
怒
川

八
間
堀
川

西
谷
田
川

東
谷
田
川

小
野
川

国
道
３
５
４
号
Ｂ
Ｐ

国
道
２
９
４
号

国
道
４
０
８
号

国
道
３
５
４
号

小
貝
川

現地盤高

計画高

凡 例
高架部
土工部

縦断図
と構造

国
道
３
５
４
号

つくばJCT

(仮)水海道IC

(仮)境IC

(仮)五霞IC

つくば牛久IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

2/4車線開通済区間
延長4.3km

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）延長39.6km

事業中 延長35.3km

茨城県

延長9.2km 延長8.9km 延長10.3km

平成22年度開通
延長4.3km(2/4)延長6.9km

常
磐
道

鵠
戸
川

26,000台/日
－

20,300台/日
－

上段：計画交通量
下段：H17センサス交通量

（平日24時間）

N

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

13,100台/日
16,600台/日



NN

３．事業進捗の状況３．事業進捗の状況

・圏央道（五霞～つくば）は、常磐道と国道４号と接続し、住宅地、田園地帯を通過している。
・周辺地域には、つくばハイテクパークいわいをはじめとした工業団地や、茨城西南医療センター
などの救急医療施設等が存在している。

12

猿島岩井IC(仮称)予定地付近 水海道IC(仮称)予定地付近 つくば中央IC付近境IC(仮称)予定地付近

（2）周辺の状況

2/4車線
供用

境IC（仮称）

① ③ ④②

撮影日：H23年3月
撮影日：H23年3月 撮影日：H23年3月 撮影日：H23年3月

猿島岩井IC（仮称）

水海道IC（仮称）

つくば中央IC

凡例

高速道路
国道
主要地方道
・圏央道アクセス県道
供用
事業中
供用
事業中

対象区間

対象区間外

(C)Geoscience, NTT DATA, RESTEC /Included(C)JAXA 承認番号d1100435

つくばJCT
(仮)水海道IC(仮)境IC

(仮)五霞IC

つくば牛久IC

(仮)猿島岩井IC

①

②

③
④

つくば中央IC

2/4車線開通済区間
延長4.3km

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）延長39.6km

古河名崎古河名崎
工業団地工業団地

つくばハイテクつくばハイテク

パークいわいパークいわい

茨城西南茨城西南

医療センター病院医療センター病院

つくばメディカルつくばメディカル

センター病院センター病院

つ
く
ば
エ
ク
ス
プ
レ
ス JR
常
磐
線

常
磐
道

北利根北利根

工業団地工業団地

下小橋・染谷下小橋・染谷
工業団地工業団地

関宿はやま関宿はやま
工業団地工業団地

大生郷大生郷

工業団地工業団地

つくばテクノつくばテクノ
パーク豊里パーク豊里

筑波西部筑波西部
工業団地工業団地

東光台東光台

研究団地研究団地

凡例

工業団地
写真撮影方向



４．事業の必要性に関する視点４．事業の必要性に関する視点
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（１）ネットワークの形成・道路交通の円滑化

・圏央道の整備により、常磐道や東北道などの放射方向の高速道路を結ぶ道路ネットワークが形
成され、地域間交通の移動性向上が見込まれる。

・また、都心を通り抜ける自動車をバイパスさせ、都心の交通混雑の緩和が図られる。

圏央道の整備に伴う地域間交通の移動性向上（久喜～つくば間の所要時間の短縮）

算出方法：H17時点供用済路線：H17道路交通センサスの混雑時旅行速度を使用
H17以降供用路線：設計速度を使用

凡 例
現況の経路（国道３５４号利用）
圏央道整備後の経路

関
越
自
動
車
道

東
北
自
動
車
道

常
磐
自
動
車
道

成田空港成田空港

■久喜白岡ＪＣＴ～つくばＪＣＴ

現況（国道３５４号利用）：約現況（国道３５４号利用）：約２２時間時間００００分分
完成整備後：完成整備後： 約約３０３０分分
（（現況から現況から 約約ーー１１時間時間３３００分分））

久喜白岡ＪＣＴ

再評価対象区間
圏央道

（五霞～つくば）

つくばＪＣＴつくばＪＣＴ

久喜白岡ＪＣＴ久喜白岡ＪＣＴ



約5分

約40分

0分

10分

20分

30分

40分

50分

圏央道
（五霞～つくば）
未整備

圏央道
（五霞～つくば）

整備

約８８％短縮

４．事業の必要性に関する視点４．事業の必要性に関する視点
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（２）地域の活性化の支援

・圏央道（五霞～つくば）の整備により、沿線の１１市５町において、高速ＩＣまでの所要時間３０分圏域
が拡大し、広域交流圏域の拡大が図られる。
・高速ＩＣへのアクセス性向上により、茨城県をはじめ、地域内外の交流・連携や企業誘致の促進・観
光客の増加など、活力ある地域づくりの支援が期待される。

高速ＩＣへの所要時間３０分圏域の拡大 高速ＩＣへの所要時間３０分圏人口の増加

坂東市～高速ＩＣへの所要時間の短縮

算出方法：H17道路交通センサスの混雑時旅行速度を使用
算出方法：H17道路交通センサスの混雑時旅行速度を使用

工業団地 （それぞれ圏央道沿線地域の施設を記載）

常
磐
道

東
北
道

高速ＩＣから３０分圏域
圏央道（五霞～つくば）整備前
圏央道（五霞～つくば）整備後

（仮）五霞IC
（仮）水海道IC

（仮）猿島岩井IC

（仮）境IC

つくば中央IC つくばJCT

再評価対象区間 圏央道 （五霞～つくば）

延長39.6km

Ｎ

※30分圏人口集計対象市町村： 圏央道（五霞～つくば）の整備により30分圏域が拡大する市町（古河市、結城市、下妻市、
常総市、つくば市、筑西市、坂東市、八千代町、五霞町、境町、小山市、野木町、春日部市、幸手市、杉戸町、野田市）

野田市春日部市

坂東市

常総市

杉戸町

幸手市

五霞町

古河市

小山市

野木町

結城市

筑西市

下妻市
八千代町

つくば市

111
88

0

20

40

60

80

100

120

圏央道
（五霞～つくば）
未整備

圏央道
（五霞～つくば）

整備

２６％増加

（万人）

坂東市～常磐道坂東市～常磐道
谷和原谷和原ICIC

坂東市～圏央道坂東市～圏央道
（仮）猿島岩井（仮）猿島岩井ICIC

谷和原IC



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

60.0

18.6

茨城県

全国

圏央道沿線（茨城県）

36.7

2.0倍

3.2倍
※

４．事業の必要性に関する視点４．事業の必要性に関する視点
（３）地域の活性化の支援

・圏央道の周辺では、その利便性を活かして、工業団地の整備が増加。
・茨城県では、『茨城圏央道産業コンプレックス基本計画』により企業立地を積極的に推進。
・圏央道（五霞～つくば）ができることにより、これら開発計画や企業立地に寄与し、地域の活性化の
支援が期待される。

15

圏央道周辺地域の開発計画

■茨城県圏央道産業コンプレックス基本計画
○計画期間：平成25年3月まで
○集積区域：茨城県圏央道沿線地域
（古河市、五霞町、境町、坂東市、常総市、つくば市、土浦市、 阿見町、牛久市、

龍ケ崎市、河内町、美浦村、稲敷市）
○集積業種：高付加価値型生活関連産業

市場創造型新産業（IT・ロボット関連産業／バイオ・メディカル関連産業）
○達成目標：新規企業立地件数 100件

製造品出荷額増加額 2,200億円
新規雇用数 5,200人
付加価値額増加額 900億円

出典：「工場立地動向調査」（経済産業省）より作成
平成６年を1.0とした場合の新規工場立地面積（累計）の推移

※圏央道沿線（茨城県）：圏央道を通過する茨城県内の市町村
（五霞町、境町、坂東市、常総市、つくば市、牛久市、阿見町、稲敷市、河内町）

累積企業立地面積の比率が
茨城県全域で全国の約２倍

うち圏央道沿線地域で全国の約３倍

企業立地面積の推移（茨城県）圏央道周辺地域の工業団地の立地状況

再評価対象区間
圏央道

（五霞～つくば）

茨城県

千葉県

圏央道（五霞～つく
ば）インター半径
5km内の工業団地
その他圏央道周辺
の工業団地
その他茨城県内
の工業団地
圏央道（五霞～つく
ば）インター半径
5km内の地域

■圏央道（五霞～つくば）インター半径
5km内の工業団地数の割合

約約２２０％０％

圏央道（五霞～つく
ば）インター半径5km
以内の工業団地

約５０％約５０％

その他茨城県内の工業団地

約約３３０％０％

圏央道（つくば～大栄）
インター半径5km以内
の工業団地



４．事業の必要性に関する視点４．事業の必要性に関する視点
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C C

C

阿見町

春日部市

代町

つくばみらい市

龍ケ崎市

石岡市

つくば市

常総市

牛久市

土浦市

野田市

古河市

結城市

下妻市

取手市

守谷市

坂東市

五霞町 境町

野木町

区

越谷市

幸手市

吉 市

杉戸町

松伏町

（仮）五霞IC （仮）水海道IC

（仮）猿島岩井IC

（仮）境IC

つくばJCT つくば牛久IC

牛久阿見IC
阿見東IC

つくば中央IC（仮）幸手IC

茨城西南医療
センター病院

土浦協同病院つくばメディカル
センター病院

資料：カーラーの救命曲線

①心臓停止後約３分で50％死亡

②呼吸停止後約10分で50％死亡

③多量出血後約30分で50％死亡

①心臓停止後約３分で50％死亡

②呼吸停止後約10分で50％死亡

③多量出血後約30分で50％死亡

整備前：22分
整備後：15分

圏央道（五霞～つくば）周辺の第三次救急医療施設
までのアクセス３０分圏域

坂東市（沓掛工業団地）から茨城西南
医療ｾﾝﾀｰまでの所要時間の短縮

所要時間短縮による救命率の向上

整備前：約23％

整備後：約4％

多量出血時の救命率が約19ポイント改善

多
量
出
血

呼
吸
停
止

心
臓
停
止

算出方法：H17時点供用済路線：H17道路交通センサスの混雑時旅行速度を使用
H17以降供用路線：設計速度を使用

凡 例
第三次救急医療施設へのアクセス３０分圏域
上記３０分圏域のうち圏央道整備後に拡大した地域

第三次救急医療施設へ
のアクセス３０分圏域が
約１７ｋｍ２増加

・圏央道（五霞～つくば）の整備により、第三次救急医療施設（救急救命センター）までの所要時間が
短縮され、救命率の向上が期待される。

（４）救急医療活動のアクセス向上

沓掛工業団地

15分

22分

0 5 10 15 20 25

整備前

完成
整備後
整備後

７分短縮



用地（2/4）

工事（4/4）

用地（4/4）
工事（2/4）

４．事業の必要性に関する視点４．事業の必要性に関する視点
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（５）残事業の概要

・用地は平成23年3月末時点で92%取得済。
・残件の用地取得は、地元県市のご協力を頂き、引き続き任意による用地取得を推進。また、任意による用地取得と
並行して土地収用法に基づき手続きを準備中。
・現在、橋梁・改良工事などの工事を展開中。（橋梁下部工については457箇所中152箇所を実施）
・平成26年度以降の暫定2車線開通に向けて五霞IC（仮称）～つくば中央IC間の工事を完成させる予定。

平成23年3月撮影

①つくば中央IC～つくばJCT

利
根
川

江
川

飯
沼
川

鬼
怒
川

八
間
堀
川

西
谷
田
川

東
谷
田
川

小
野
川

国
道
３
５
４
号

Ｂ
Ｐ

国
道
２
９
４
号

国
道
４
０
８
号

国
道
３
５
４
号

小
貝
川

現地盤高

計画高

縦断図
と構造

写真撮影方向

(仮)水海道IC

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば） 延長39.6km

(仮)境IC

延長6.9km 延長9.2km 延長8.9km 延長10.3km

平成22年度開通 延長4.3km(2/4)

(仮)五霞IC
(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

①

凡 例
高架部
土工部

国
道
３
５
４
号

茨城県

Ｎ

完成済・用地取得済

工事中・用地取得中

未着手

延長4.3km

鵠
戸
川

つくばJCT

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例



５．費用対効果（計算条件）５．費用対効果（計算条件）

■総便益（Ｂ）

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれに
ついて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

■計算条件

・基準年次：平成23年度
・供用開始年次：平成27年度（完成平成37年度）
・分析対象期間：供用後50年間
・基礎データ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点：平成42年度
・計画交通量： 20,300～26,000（台/日）
・事業費：約2,634億円
・費用便益比： 1.2

〔参考：前回評価（Ｈ20）〕

・基準年次：平成20年度
・供用開始年次：平成25年度（完成平成35年度）
・分析対象期間：供用後50年間
・基礎データ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ
・交通量の推計時点：平成42年度
・計画交通量： 26,000 ～ 34,900 （台/日）
・事業費：約2,634億円
・費用便益比： 1.3

18



５．費用対効果５．費用対効果

■■事業全体事業全体

注1）費用及び便益額は整数止めとする。
注2）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
注3）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

基準年：平成23年度

便益便益((ＢＢ))
走行時間短縮

便益
走行経費減少
便益

交通事故減少
便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）2,392億円 259億円 269億円 2,920億円

費用費用((ＣＣ))
事業費 維持管理費 総費用

1.2
2,225億円 293億円 2,517億円

■■残事業残事業

便益便益((ＢＢ))
走行時間短縮
便益

走行経費減少
便益

交通事故減少
便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）2,280億円 240億円 254億円 2,774億円

費用費用((ＣＣ))
事業費 維持管理費 総費用 1.8

1,246億円 272億円 1,518億円
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６．事業進捗の見込みの視点６．事業進捗の見込みの視点
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98% 100%

■前回再評価からの事業の進捗状況

・平成２２年４月につくば中央IC～つくばJCT間が暫定２車線供用。
・暫定2車線開通に向けて（仮）五霞IC～つくば中央IＣ間の工事を進行中。

暫定2車線供用

前回
評価時

H20

今回
評価時

H23

工事（2/4）

(仮)水海道IC

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば） 延長39.6km

(仮)境IC

延長6.9km 延長9.2km 延長8.9km 延長10.3km

平成22年度開通 延長4.3km(2/4)

(仮)五霞IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC
茨城県

Ｎ

完成済

工事中

未着手

延長4.3km

つくばJCT

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

96% 99% 用地

用地

工事（2/4）

55% 75% 76%

89% 88% 89%



６．事業進捗の見込みの視点６．事業進捗の見込みの視点

（平成２３年３月撮影）

至千葉

至埼玉

利根
川

圏央道圏央道

◆前回再評価（H20）からの事業の進捗状況（（仮）五霞ＩＣ～（仮）境ＩC：２／４）

利根川付近

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）延長39.6km

つくばJCT

(仮)水海道IC
(仮)境IC

(仮)五霞IC

(仮)幸手IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

Ｎ

常
磐
道

（仮）五霞ＩＣ～（仮）境ＩＣ
延長6.9km

21

(仮)境IC

(仮)五霞IC

写真位置

98%

前回
評価時

H20

今回
評価時

H23

延長6.9km

(仮)五霞IC

96%

工事（2/4）
用地

（平成２１年３月撮影）

至千葉

至埼玉

利根川

工事（2/4）
用地

前回評価時
以降の
進捗状況

H21改良、橋梁
H24暫定2車線供用予定

完成済

工事中

未着手

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例



６．事業進捗の見込みの視点６．事業進捗の見込みの視点

◆前回再評価（H20）からの事業の進捗状況（（仮）境ＩＣ～つくば中央ＩＣ：３／４）

（仮）水海道ＩＣ付近

至埼玉

（平成２３年３月撮影）

((仮仮))水海道水海道ICIC

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）延長39.6km

つくばJCT

(仮)水海道IC
(仮)境IC

(仮)五霞IC

(仮)幸手IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

Ｎ

常
磐
道

（仮）境ＩＣ～つくば中央ＩＣ
延長28.4km

(仮)境IC

(仮)猿島岩井IC (仮)水海道IC

つくば中央 IC

22

前回
評価時

H20

今回
評価時

H23

工事（2/4）
用地

用地

工事（2/4）

55%

89%

75% 76%

88% 89%

前回評価時
以降の
進捗状況

H21改良、橋梁
H24暫定2車線
供用予定

H21改良、橋梁
H24暫定2車線
供用予定

H21改良、橋梁
H24暫定2車線
供用予定

写真位置

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

完成済

工事中

未着手

至千葉

至埼玉

((仮仮))水海道水海道ICIC

（平成２１年３月撮影）

水海道ＩＣ付近

延長9.2km 延長8.9km 延長10.3km



６．事業進捗の見込みの視点６．事業進捗の見込みの視点

◆前回再評価（H20）からの事業の進捗状況（つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ:４／４）

つくば中央ＩＣ付近

（平成２３年３月撮影）

至千葉

至埼玉

再評価対象区間 圏央道（五霞～つくば）延長39.6km

つくばJCT

(仮)水海道IC
(仮)境IC

(仮)五霞IC

(仮)幸手IC

(仮)猿島岩井IC

つくば中央IC

Ｎ

常
磐
道

つくば中央ＩＣ～つくばＪＣＴ
延長4.3km

つくばＪＣＴ

つくば中央IC
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（平成２１年３月撮影）

至千葉

至埼玉

写真位置

100%

前回
評価時

H20

今回
評価時

H23

工事（2/4）
99% 用地

用地

工事（2/4）

前回評価時
以降の
進捗状況

H21改良、橋梁
H24暫定2車線供用予定

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

高速道路
国道
完成供用
暫定供用
事業中
完成供用
暫定供用
事業中

対象区間

対象区間外

凡 例

完成済

工事中

未着手

延長4.3km

暫定2車線供用



６．事業進捗の見込みの視点６．事業進捗の見込みの視点

■事業の計画から完成までの流れ

・平成 6年度に五霞ＩＣ～つくばＪＣＴ間の事業化。 ・用地取得率は全体で前回評価時82%（H20末）から92%（H22末）に増加。
・平成 7年3月に都市計画決定。 ・引き続き用地買収・工事を実施し、効果の早期発現のため、暫定２車線での
・平成13年度より工事着手。 整備を進める。
・平成22年4月につくば中央IC～つくばJCT
[Ｌ＝4.3km]が部分供用 。
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用地 29% 52% 76% 86% 89% 96% 98% 98% 完了 ・・・・

工事 2% 4% 7% 8%
暫定２車
完成

土工
橋梁

土工
橋梁

完成

用地 14% 39% 61% 83% 89% 完了

工事 1% 2% 4% 4%
暫定２車
完成

土工
橋梁

土工
橋梁

完成

用地 2% 67% 55% 55% 74% 99% 99% 99% 99% 99% 完了

工事 3% 8% 12% 22% 34% 39% 54% 61% 72%
暫定２車
完成

土工
橋梁

土工
橋梁

完成

年　　　度 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H34 H35H32 H33 H36

都市計画決定
都市計画
決定

事業化・有料事業許可 事業化
有料事業許可
(つくば中央
～つくばJ)

有料事業許可
((仮)五霞
～つくば中央)

測量・調査・設計
測量、地
質、設計

測量、地
質、設計

測量、設
計

測量、地
質、設計

測量、地
質、設計

測量、地
質、設計

測量、地
質、設計

地質、設
計

地質、設
計

測量
地質

地質
設計

地質
設計

地質
設計

地質
設計

地質
設計

設計 設計 設計

設計・用地説明
国道354
号～つく
ばJCT

国道354
号～国道
408号

つくば中
央～国道
408号
埼玉県境
～利根川

五霞～境

つくば中
央～小貝
川

小貝川～
鬼怒川

猿島岩井
～鬼怒川

境～猿島
岩井

埋蔵文化財調査 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文

事業認定

用地取得率は平成２３年３月時点※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である。

五霞IC
～境IC

境IC～
つくば中央
IC

つくば中央IC
～

つくばJCT

準備
開始

（前回再評価） （今回再評価）



７．今後の対応方針（原案）７．今後の対応方針（原案）
（１）事業の必要性等に関する視点

（２）事業進捗の見込みの視点

（３）都道府県・政令市からの意見

（４）対応方針（原案）

・圏央道（五霞～つくば）の整備により、東北道や常磐道などの放射方向の高速道路を結ぶ道
路ネットワークが形成され、貨物輸送の時間短縮や輸送効率の向上が見込まれる。
・開発計画や企業立地に寄与し、地域の活性化の支援が期待される。
・費用対効果（Ｂ/Ｃ）は、１.２である。

・現在（H23.3）までの用地取得率は９２％であり、橋梁・改良工事などの工事を展開中。
・残件の用地取得は、地元県市のご協力を頂き、引き続き任意による用地取得を推進。任意による
用地取得と並行して土地収用法に基づき手続きを準備中。

・茨城県知事の意見：本県にとって、圏央道は、沿線地域に立地する企業の活動を支え、地域の活性
化に不可欠であることはもとより、災害時の緊急輸送路としても重要な道路であり、本県の復興の柱
となることから、国と東日本高速道路（株）が強力に連携して重点的に事業を進め、一日も早い全線
開通をお願いしたい。

・事業継続
・圏央道（五霞～つくば）は、東北道や常磐道などの放射方向の高速道路を結ぶ道路ネットワークを
形成し、貨物輸送の時間短縮や地域経済の活性化に寄与することから、早期に整備し、効果発現

を図ることが重要である。 25




